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した精神病床数（337,842 床）、そして厚生労働省精神保健福祉対策本部が 2004（平成 16）
年 9 月に示した「精神保健医療福祉の改革ビジョン」で明らかにされた 72,000 人の社会的入


























影響を与えるだけの要素には成り得なかったのである（第 3 章にて詳細を述べる）。 
 
2．研究者としての私 
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42 精神保健福祉―ジレンマ 近藤重昭 精神医学のジレンマ 病院・地域精神医学 1996 38 2 173-177




精神保健福祉 2005 36 2 131-134

























































































































































































































































































































































































の場を提供していくこと」、「PSW が自分であるいは PSW 同士で悩み会える場と機会を十分
に提供していくプログラムを組み込んでいくこと」を示しており、そこで「悩み続けるちか






















































































































































を『ベナー看護論：達人ナースの卓越性とパワー』Benner, Patricia.（1984）From Novice 
































わせることとした【精神病者監護法第 6 条】。 
（2）監護義務者のみが、精神病者を監置できることとし【精神病者監護法第 2 条】、
精神病者を監置するには、行政庁の許可を得なくてはいけない【精神病者監護
法第 3 条】。 





第 9 条】。 
（5）監護に要する費用は被監護者が弁償することとし、被監護者にその弁償能力が






























せることができるとした【精神病院法第 2 条】。 
（3）地方長官は入院した者から入院費の全部又は一部を徴収できるとした。ただし、
入院者より徴収が出来ない場合はその扶養義務者より徴収することとした【精







































【表 2-2】昭和 6年末の施設数と収容人員 
















計 189 13,844 
神経、瀑布の保養所 50 714 









   公 立 病 院  1,535 人 
            代 用 病 院  2,055 
 
            病 院 監 護  3,997 
精神病者監護法適用   病院外施設  6,472 
            一 時 監 置    136 
 
























精神障害者の訪問指導を行わせる規定を設けた【精神衛生法第 42 条】。 
（4）保護義務者の制度を設け【精神衛生法第 20 条】、保護義務者の役割として、
①自傷他害防止監督義務、財産保護義務、診断に関する医師への協力義務等を
規定した【精神衛生法第 22 条】。 
（5）一般人からの診察及び保護の申請【精神衛生法第 23 条】、警察官、検察官、
矯正保護施設の長の通報制度を設けた【精神衛生法第 24~26 条】。 
（6）自傷他害のおそれのある精神障害者に対する「措置入院」の制度を設け【精神
衛生法第 29 条】、その入院に要する費用は公費で負担するとしたこと【精神
衛生法第 30 条】。 
（7）医療及び保護のため必要がある場合は精神障害者本人の同意がなくとも保護義





をすることができることとした【精神衛生法第 43 条】。 
（9）措置入院や保護拘束が必要かどうかを決定するため精神衛生鑑定医制度が設け















































強化した【精神衛生法第 42~43 条】。 
（2）これまでの精神衛生相談所を精神衛生センターとし、精神衛生に関する調査研
究、地域における相談及び指導のうち複雑又は困難なものを取り扱うこととし
た【精神衛生法第 7 条】。 
（3）精神障害者の外来通院における医療保障を促進するため、通院医療費の二分の
一を公費負担する制度を新設した【精神衛生法第 32 条】。 
（4）警察官、検察官、保護観察所長及び精神病院の管理者について、精神障害者に
























































































































資料：OECD Health Data 2002 （1999 年以前のデータ）                                       
   OECD Health Data 2007 （2000 年以降のデータ）  
35 
 




【精神保健法第 1 条】。 
（2）精神障害者本人の同意に基づく任意入院制度が設けられ、精神病院の管理者に
対して任意入院適用の努力義務が設けられた【精神保健法第 22 条の 2】。 
（3）入院時等における書面による権利等の告知制度が設けられた【精神保健法第 22
条の 3 など】。 
（4）精神衛生鑑定医制度を精神保健指定医制度に改めた【精神保健法第 18 条】。 
（5）入院の必要性や処遇の妥当性を審査する精神医療審査会制度が設けられた【精



























る規定が設けられた【精神保健法第 2 条の 3 第 2 項】。 
（3）精神障害者地域生活援助事業（グループホーム）が第二種社会福祉事業として
法定化された【精神保健法第 10 条の 2】。 
（4）精神障害者の社会復帰施設等における処遇方法の研究開発や精神障害者に対す
る理解を得るための啓発広報活動等を行う、厚生大臣の指定法人として精神障
害者社会復帰促進センターが設けられた【精神保健法第 51 条の 2】。 




関する権利規定が設けられた【第 22 条の 2】。 
（8）入院措置が解除された精神障害者と同居する保護者等については、その負担の























【精神保健福祉法第 9 条】、精神保健福祉相談員【精神保健福祉法第 48 条】）。
これまで制度として保有していなかった「精神障害者保健福祉手帳」が制度化
【精神保健福祉法第 45 条】、さらには社会復帰施設が 4 類型化へと拡充【精
神保健福祉法第 50 条の 2】された。 
（3）正しい知識の普及啓発や相談指導等の地域精神保健福祉施策の充実と市町村の
役割の明示【精神保健福祉法第 46～47 条】 
 
 精神保健福祉法はこの後、社会福祉基礎構造改革や 2000（平成 12）年の「介護保険制度」
や「成年後見制度」の施行、2003（平成 15）年成立の「心神喪失等の状態で重大な他害行為
を行った者の医療及び観察等に関する法律」、2005（平成 17）年の「障害者自立支援法」の





































資料：2005 年診断分類別精神及び行動の障害 （OECD Health Date 2008)                                        























の法律案を提出することとした次第であります」（1997 年第 140 回通常国会衆議院厚生委員































































た。最終的には 1894（明治 27）年、錦織が誣告罪となった。 

















第 3 章 近年における地域移行・地域定着をめぐる精神保健福祉施策の変遷 
1．2000（平成 12）年以降の精神保健福祉に関する施策の概観 








 この中で、特に注目すべきは、2004（平成 16）年 9 月に示された厚生労働省精神保健福





















【表 3-1】2000（平成 12）年以降の精神保健福祉に関する施策 
年 月 内 容 
2002（平成 14）年 12 月 社会保障審議会障害者部会精神障害者分会報告書 
「今後の精神保健医療福祉施策について」 
2003（平成 15）年 精神障害者退院促進支援事業の開始 
2003（平成 15）年 5 月 精神保健福祉対策本部中間報告 
「精神保健福祉の改革に向けた今後の対策の方向」 
2003（平成 15）年 9 月 厚生労働省障害保健福祉部 
「精神保健福祉の改革に向けた今後の対策の方向」 
2004（平成 16）年 3 月 厚生労働省障害保健福祉部 
「心の健康問題の正しい理解のための普及啓発検討会」報告書 
2004（平成 16）年 8 月 厚生労働省障害保健福祉部 
「精神障害者の地域生活支援の在り方に関する検討会」最終まとめ 
2004（平成 16）年 8 月 厚生労働省障害保健福祉部 
「精神病床等に関する検討会」最終まとめ 
2004（平成 16）年 9 月 厚生労働省精神保健福祉対策本部報告 
「精神保健医療福祉の改革ビジョン」 
2004（平成 16）年 10 月 厚生労働省障害保健福祉部 
「今後の障害保健福祉施策について」（改革のグランドデザイン案） 
2005（平成 17）年 6 月 障害者雇用促進法改正 
2005（平成 17）年 11 月 障害者自立支援法 
2005（平成 17）年 11 月 精神保健福祉法改正 
2008（平成 20）年 精神障害者地域移行支援特別対策事業（精神障害者退院促進支援事業からの変
更）の開始 
2009（平成 21）年 9 月 今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会報告書  
「精神保健医療福祉の更なる改革に向けて」 




2010（平成 22）年 4 月 厚生労働省  
「障がい者制度改革推進会議総合福祉部会」 
































平成 15 年度 
16 
（含指定都市 1） 
― ― ― 226 72 
平成 16 年度 
28 
（含指定都市 3） 
― ― ― 478 149 
平成 17 年度 
29 
（含指定都市 5） 
― ― ― 612 258 
平成 18 年度 26 都道府県 385 148 38.4％ 786 261 
平成 19 年度 42 都道府県 389 236 60.7％ 1,508 544 
平成 20 年度 45 都道府県 386 295 76.4％ 2,021 745 
平成 21 年度 47 都道府県 372 309 83.1％ 2,272 790 
平成 22 年度 47 都道府県 371 329 88.7％ 2,411 859 
※平成 15 年度から平成 17 年度まではモデル事業、平成 18 年度から 19 年度までは精神障害者退院促進支援事業として実施。 
※平成 20 年度から 21 年度までは精神障害者地域移行支援特別対策事業として実施。 











ョン」が示された 2004（平成 16）年から 5 年（中間点）を経過した 2009（平成 21）年度























































































































































































































平成 22 年度 


































全国計 90,313 1 4 2,140 6 1 2,218 76 282 24 
（ 割
合） 











次に審査会の状況であるが、その平均は、審査委員数が 17.2 名、開催回数 25.2 回／年、1
回あたりの平均審査件数が 54.8 件となっている。各都道府県、指定都市により大きな差があ



































入条件が整えば退院可能な者は、1 年以内の入院期間の者が約 2 万人（約 3 割）、1 年以
上の入院期間の者が約 5 万人（約 7 割）であり、全てが長期入院の者ではない。また、平
成 11 年と 14 年の患者調査で動態をみると、7 万人の約半数が 3 年間で退院しており、残
りの半数が継続して入院しているが、さらに、その 3 年間に約 6.3 万人が新たに入院し、
このうち約 3.4 万人が 14 年時点まで入院していることから、結果として平成 14 年時点で
は、ほぼ横ばいの約 7 万人となっている。」 
2）「精神保健医療福祉体系の再編の達成目標」として、①各都道府県の平均残存率（1 年未
































第 4 章 精神保健福祉士の機能と役割―社会的責務の視点から― 
1．精神保健福祉士の実践領域の広がり 
 これまでも述べてきたように、精神保健福祉士法は 1997（平成 9）年 12 月の第 141 回臨
時国会において全会一致で可決成立した。これまでに 60,847 名（公益財団法人社会福祉振
























































」の項目であり、第 41 条の 2 のように「責務」と記されているものや、「義務
等
．

























※1 Gisela Konopka, Eduard C. Lindeman and Social Work Philosophy, The University of Minnesota press, 
1958, p.11. 
※2 H.バートレット，小松源助訳『社会福祉実践の共通基盤』ミネルヴァ書房，1978 年，251 頁の参考資料 NASW
の「ソーシャルワーク実践の基礎的定義」より． 






































































































































































































































3．機関に対する責務  精神保健福祉士は、所属機関がクライエントの社会的復権を目指した理念・目的に添って業務が遂行できるように努める。 







ａ クライエントの知る権利を尊重し、クライエントが必要とする支援、信頼のおける情報を適切な方法で説明し、クライエントが決定できるよう援助する。  
ｂ 業務遂行に関して、サービスを利用する権利および利益、不利益について説明し、疑問に十分忚えた後、援助を行う。援助の開始にあたっては、所属する機関
や精神保健福祉士の業務について契約関係を明確にする。  
















ｂ 精神保健福祉士は、機関が定めた契約による報酬や公的基準で定められた以外の金品の要求・授受をしてはならない。  
2．専門職としての責務 
（1）【専門性の向上】 
ａ 精神保健福祉士は専門職としての価値・理論に基づく実践の向上に努め、継続的に研修や教育に参加しなければならない。  




的・身体的・性的いやがらせ等人格を傷つける行為をしてはならない。     
（2）【専門職自律の責務】 














































































































































資料：社団法人日本精神保健福祉士協会（2010）『精神保健福祉士業務指針及び業務分類第 1 版』 
倫理基準１ 倫理基準２ 倫理基準３
クライエントに対する責務 専門職としての責務 機関に対する責務

























































































































































































































































































































全 体 6,728 45.7 21.9 0.5 7.3 1.6 1.2 2.3 0.8 0.9 1.8 11.8
行政機関勤務 245 41.6 13.9 0.8 5.7 2.0 3.3 2.0 0.4 1.6 6.1 18.4
関連団体勤務 106 32.1 8.5 0.0 7.5 2.8 2.8 0.9 0.0 0.0 0.9 44.3
司法機関勤務 25 60.0 4.0 0.0 0.0 28.0 0.0 8.0 0.0 0.0 0.0 0.0
労働関係機関勤務 15 33.3 0.0 0.0 60.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7
医療機関勤務 3,606 40.3 35.5 0.6 5.5 1.7 0.6 1.4 0.6 0.9 1.9 7.3
うち精神科病院 2,111 40.5 35.8 0.3 5.4 2.2 0.6 1.4 0.6 0.8 2.2 7.0
障害児・者福祉施設等 2,424 53.3 5.1 0.3 10.4 1.0 1.6 3.6 1.2 0.9 1.4 15.8
その他福祉施設等 292 56.2 8.6 0.7 2.1 2.4 2.1 2.7 0.0 1.7 0.7 17.8
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合 同 に よ る 面 接
当 事 者
家 族
関 係 諸 機 関





当 事 者 支 援
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機 関 運 営 に 関 す る
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業 務 数 合 計
施 設 維 持 管 理 業 務
企 画 ・ 立 案
調 査 ・ 研 究
代 理 行 為
社 会 的 活 動
待 機
一 緒 に 活 動 す る
見 守 り ・ 声 か け
会
議
知 識 ・ 技 術 指 導 、
講 義 ・ 授 業
広 報 活 動
























自 己 研 鑽
業 務 数 合 計
精 神 保 健 福 祉 に
関 わ る 相 談
受 診 支 援
入 院 支 援
退 院 支 援
入 所 支 援
退 所 支 援
生 活 ・ 療 養 上 の
問 題 調 整
苦 情 処 理 ・ 処 遇 改 善
経 済 問 題 調 整
危 機 介 入
教 育 問 題 調 整
就 労 支 援
住 居 支 援
日 常 生 活 支 援
心 理 情 緒 的 支 援
当 事 者 活 動 に
関 わ る 支 援
記 録
連 絡 ・ 調 整 ・ 伝 達
支 援 会 議
プ ロ グ ラ ム 活 動 な ど の
運 営
所 属 機 関 内 の 各 種 会 議
情 報 処 理
所 属 機 関 内 運 営 事 務
所 属 機 関 内 の 施 設 ・
備 品 管 理 維 持
広 報 活 動
地 域 関 連 機 関 の  各 種
会 議 や 行 事 へ の
協 力 参 加
ボ ラ ン テ ィ ア 育 成
研 修 ・ 学 会 の 参 加
講 義 ・ 実 習 指 導 ・
関 係 者 へ の 教 育 活 動 、





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































全 体 6,728 45.5 3.6 2.1 0.2 0.7 0.2 2.8 7.6 15.8 16.8 1.3 1.6 1.3 1.7 0.7 7.4 3.9 3.8 0.7
行政機関勤務 245 42.0 2.0 2.0 0.0 0.4 0.0 0.4 5.7 2.4 20.8 1.6 1.6 8.0 4.0 1.6 2.0 0.4 2.0 0.0
関連団体勤務 106 41.5 1.9 0.9 0.0 0.9 0.0 6.6 2.8 0.9 17.0 0.0 1.9 0.0 0.0 0.0 12.3 0.0 1.9 0.0
司法機関勤務 25 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 0.0 0.0 0.0 4.0 0.0 0.0 0.0
労働関係機関勤務 15 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 46.7 0.0 0.0 0.0
医療機関勤務 3,606 42.4 2.8 2.6 0.2 0.2 0.1 1.4 12.3 24.9 15.7 1.7 0.7 0.4 2.0 0.5 1.7 6.8 6.3 0.7
うち精神科病院 2,111 40.5 3.2 2.4 0.3 0.0 0.0 1.3 12.6 26.4 16.5 1.8 0.8 0.6 1.8 0.6 1.8 7.1 6.1 0.9
障害児・者福祉施設等 2,424 50.5 4.6 1.4 0.1 1.4 0.4 4.9 1.9 5.1 19.3 0.7 2.4 1.2 5.0 0.6 16.2 0.7 0.7 0.7
その他福祉施設等 292 45.9 6.2 2.4 1.0 0.7 0.0 4.1 7.0 12.3 9.9 2.4 5.5 14.4 10.6 2.4 6.2 0.3 1.7 1.7
































































































































全 体 0.5 0.3 3.2 4.1 2.4 0.4 0.1 0.2 0.4 0.1 0.0 0.2 0.0 0.1 0.1 0.0 0.1 0.3 0.0 0.4
行政機関勤務 0.0 0.0 20.4 5.3 4.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.0 0.4 0.4 1.6 0.4 0.0 0.0 1.2 0.0 0.4
関連団体勤務 0.0 0.0 2.8 3.8 8.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
司法機関勤務 0.0 0.0 0.0 8.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.0 0.0 0.0 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
労働関係機関勤務 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
医療機関勤務 0.8 0.5 2.0 4.7 3.0 0.4 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.2 0.0 0.0
うち精神科病院 1.2 0.9 2.1 4.6 2.8 0.6 0.1 0.0 0.1 0.1 0.0 0.2 0 0 0 0 0 0.2 0 0
障害児・者福祉施設等 0.1 0.1 3.1 2.8 1.2 0.6 0.0 0.4 0.7 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 0.2
その他福祉施設等 0.0 0.0 5.5 6.2 0.7 0.7 0.0 0.3 0.3 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.8



























































1）1973 年横浜で開催された第 9 回日本 PSW 協会全国大会・総会の場で、Y 氏から「私は
あななたちによって不当にも、無理矢理精神病院に入院させられた」、「二度と人権を無視
し、侵害することのないように、各々現場の一線で働いている PSW に訴える」とした「Y






















































べたが、その中でも鹿児島県は全国で 2 番目の長さ（420.1 日）となっている。鹿児島県は








































んだ精神保健福祉士である。対象者は全部で 10 名（男性 5 名、女性 5 名）であり、役職を持
つ精神保健福祉士が 5 名となっている。また、7 名が精神保健福祉士養成課程を有する保健

















№ 記号 年齢 性別 経験年数 学　歴 病院内の現業ＰＳＷ数 対象者の役職 他の保有資格 調査日
1 A 30 男 7年8か月 保健福祉系4年大学卒 5名 PSW室室長 社会福祉士 2009.11.8
2 B 29 女 7年5か月 保健福祉系4年大学卒 6名 な　し 社会福祉士・保育士 2010.9.20
3 C 28 男 5年8か月 保健福祉系4年大学卒 4名 な　し 社会福祉士 2010.11.26
4 D 34 男 10年7か月 専門学校卒→養成専門学校卒 6名 な　し 保育士・幼稚園教諭Ⅱ種 2010.11.26
5 E 27 女 4年9か月 保健福祉系4年大学卒 18名 な　し 社会福祉士 2012.12.8
6 F 27 女 4年9か月 保健福祉系4年大学卒 7名 な　し 社会福祉士・介護福祉士 2012.12.14
7 G 48 男 26年0か月 福祉系大学卒→現任者講習 4名 医療相談室主任 なし 2013.3.27
8 H 37 男 14年2か月 福祉系大学卒→養成専門学校卒 8名 地域医療福祉連携課課長 介護福祉士 2013.3.28
9 I 29 女 7年2か月 保健福祉系4年大学卒 4名 地域連携室室長 社会福祉士・介護支援専門員・相談支援専門員 2013.6.7















































 以上にもとづき、M-GTAを用いて、分析ワークシート 4）を作成しながら生成された概念 5）、
そして、その概念と関係するカテゴリー6）を生成し、カテゴリー相互の関係から分析結果（グ
ラウンデッド・セオリー）を次章以降でまとめる。なお、コアカテゴリーは《   》で、





































ら 2 次コード、2 次コードから 3 次コードという形で分析が進むにつれてデータとの関係
が“中継点”を経由するのではなく、解釈によって生成されたすべての概念が常にデータ
と直接対忚関係の確認ができるようにしている。これにより coding & retrieval と 





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 精神保健福祉士法第 41 条（連携等）には、「精神保健福祉士は、その業務を行うに当た
っては、その担当する者に対し、保健医療サービス、障害者の日常生活及び社会生活を総合










































































































































































































































































祉士が Charles A. Rapp や Richard J. Goscha の示している「ストレング志向のアセスメン

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































由を尊重し、必要の最尐限度に止めなければならない」、同条 3 項においては「第 1 項の規
定は、被保護者の意に反して、指導又は指示を強制し得るものと解釈してはならない」とさ






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































6）例えば、国立病院機構久里浜医療センターで行われている ARP は TMACK（Treatment 
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プロセスの中で作用するものであり、M. Bogo ＆ E. Vayda によれば、それらを「Integration 
of theory and practice(ITP)ループモデル」として以下の【図 8-2】のように示している（M. 

























新しい知識、将来の予測、計画などが織り込まれていく（M. Bogo ＆ E. Vayda1998：3）。
そして「内省する」作業について次のように述べている（M. Bogo ＆ E. Vayda1998：5）。 
 








   個人の主観的な反作用は、内省（Reflection）によって思い出される。そしてなさ
れた援助への潜在的影響について探ることができる。真実として受け取られているか
もしれないが、しかしその人の民族性、人種、文化、性によって形作られた個人的な
資料：Marion Bongo & Elaine Vayda(1998) The Practice of Field Instruction in Social Work 


































































































































































アセスメント 職域毎に分類 同席かつ包括的 
サービス利用者の参加 個々のスタッフとの面接 積極的に参加するチームンバーの一人 
支援計画の作成 職域毎に分割 スタッフと利用者による共同計画 













































ているのである。このようなディレンマについて Frederic G. Reamer は、「分裂したロイヤ
リティ」と表現し、次のように述べている（Frederic G. Reamer＝2001：154）。 
 

















に PSW 自身の身分や生活に不安定をきたすという問題と、逆に PSW 自身の身分の
保身が招く精神障害者の人権抑圧の問題でもあった。 


































































































の優先順位について、「第 1 に ERS（Ethical Rules Screen）を試みる。①ワーカーの個人的
倫理観よりも倫理綱領を優先させる。②倫理綱領を適用できればそれに従う。③もし倫理綱





























































 気持ちの調整（affection regulation） 
  







































































































① 職場内のスーパービジョン（職場の上司・経験豊富な者がバイザーを担うパターン）  
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性 別（ □男   □女 ） 
年 齢（   歳） 
学 歴（ □高校  □専門学校  □大学 ） 
資格取得（ □現任者講習  □専門学校  □大学 ) 
保有資格（ □精神保健福祉士  □社会福祉士  □その他          ） 
臨床経験（現在事業所での経験年数   年   ヶ月   通算経験年数    年   ヶ月） 
担当ケース数（ 約   ケース） 
自身の役 職（ □無  □有         ） 
管理職の有無（ □無  □有         ） 
事業所の設置主体・運営主体（         ） 
事業所の持つ他のサービス事業（                             ） 
事 業 所 に お け る 同 職 種 数（   名） 
資料：基本属性調査票 
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＜インタビューガイド＞ 
１．精神障害者の地域移行支援（退院促進）に関して、ディレンマを感じることがありますか。 
２．そのディレンマとは、どのようなものでしょうか。どのような状況や場面でディレンマを感
じることが多いですか。 
３．また、それは誰との間でディレンマを感じますか。 
※インフォーマントからのデータの引き出しに深まりがない場合、以下の 7つを提示する。 
また、そうでない場合も実際に引き出されたディレンマについてどれに該当するか確認しつつ
ディレンマについて理解をもってもらい、以下の質問につなげる。 
①あなた自身（精神保健福祉士）と支援対象となる患者（利用者）や家族 
②あなた自身（精神保健福祉士）と他の専門職 
③あなた自身（精神保健福祉士）と管理者（管理組織） 
④あなた自身の所属する機関と他の機関との間におけるもの 
⑤制度・施策及びサービス供給体制に対するもの 
⑥あなた自身（精神保健福祉士）の実践について 
⑦その他 
４．ディレンマがおきてしまう背景には、どのようなことがあると思いますか。 
５．そうしたディレンマに対して、どのように対処されていますか。 
６．その他、地域移行支援について、困難を感じることはどのようなことでしょうか。 
７．追加事項（上記３.を問う中で必要に忚じて使用：） 
 1）関係を調整するうえでどのようなディレンマを抱えていますか。 
2）連携を取る人との間では、どんなディレンマがありますか。 
3）社会復帰や地域移行という目的は他職種と一緒だが、考え方や方針が違うからディレンマ
が発生するのですか。それについてどう思いますか。 
4）カンファレンスを促すような体制づくりで気をつけて取り組んでいることはありますか 
5）病院は精神保健福祉士にどんな責任を負ってもらっていますか。また、それと病院（所属
機関）の中での立場との関係を教えてください。 
6）精神保健福祉士としての責任の重さについてどのようなことを考えますか。 
7）地域の人や行政から「病院は隔離施設としての機能」と見られる感覚がありますか？また、
それについてどんなことを感じますか。 
8）生活保護行政（福祉事務所）が退院について嫌がる具体的な理由を教えてください。 
9）保健所の保健師が退院後に積極的に関われない理由を教えてください。 
10）家族理解が得られていない中での退院について、どのようなディレンマを感じますか。 
11）同僚・上司・部下への「つらさ」、「きつさ」の言いにくさがありますか。 
12）精神保健福祉士同士の相談のしにくさやディレンマの有無、その内容を教えてください。 
13）コーディネート・管理の役割を行う上でのディレンマがあれば教えてください。 
14）経験と他職種との関係について感じていることがあれば教えてください。 
15）経験とディレンマの質の関係について感じていることがあれば教えてください。 
16）利害関係を協働志向に持っていくための取り組みにはどのようなものがありますか。 
資料：インタビューガイド 
